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北陸信越工学教育協会規程の改正（案）について 

 

1. 改定理由 

令和 2年 6月 19 日開催の日工教定時社員総会にて,日本工学教育協会学校正会員団体会費が,令和 3

年度より,1 口年間 7 万円から 1 口年間 8 万円に値上げすることが承認されたことに伴い、北陸信

越工学教育協会規程第 32 条の 2第 2号の規定について改正を行うもの。 

2. 施行日 

令和 3年 月 日(書面会議承認日)から施行し,令和 3年 4月 1日から摘要する。
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北陸信越工学教育協会規程（改正案） 

第１章 総則 

第１条 本会は北陸信越工学教育協会と称する。 

第２条 本会の事務所は会長の所在地に置く。 

第３条 本会は地域内の各県に支部を置く。 

 

第２章 目的及び事業 

第４条 本会は工学に関する大学及び高等専門学校

相互並びに大学と高等専門学校と産業界との連絡

を密にし，大学及び高等専門学校における工学教

育の振興を図り，我が国産業の発展に寄与するこ

とを目的とする。 

第５条 前条の目的を達成するために次の事業を行

う。 

 (1) 工学教育に関する研究及び調査 

 (2) 工学教育に関する研究集会の開催 

 (3) 工学教育機関並びに産業界との連絡及び協力 

 (4) 社団法人日本工学教育協会との連絡及び協力 

 (5) その他本会の目的を達成するために必要な事

業 

 

第３章 組織及び会員 

第６条 本会は次の地域内の会員をもって組織する。 

    長野県・新潟県・富山県・石川県・福井県 

第７条 会員を分けて個人会員と団体会員とする。 

第８条 個人会員は大学・高等専門学校における工

学教育に関心を有し，次の各号の一に該当するも

の。 

 (1) 大学・高等専門学校の教員及び職員 

 (2) 事業会社，団体及び官公庁の幹部及び職員 

 (3) その他本会の趣旨に賛意を表する者 

第９条 団体会員は大学・高等専門学校における工

学教育に関心を有し，次の各号の一に該当するも

の。 

 (1) 大学及び高等専門学校 

 (2) 事業会社及び官公庁 

 (3) その他本会の趣旨に賛意を表する団体 

第１０条 個人会員として入会しようとする者は，

会員1人の紹介で，所定の入会申込書を会長に提出

するものとする。 

第１１条 団体会員として入会しようとする者は，

会員1人の紹介で，所定の入会申込書に代表会員氏

名を記入して会長に提出するものとする。 

第１２条 本会は必要に応じ，委員会等を置くこと

ができる。 

2 委員会等の組織及び運営に関する事項は，理事会

が定める。 

 

 第４章 役員及び職員 

第１３条 本会に次の役員を置く。 

 (会 長)  １人 

 (副会長)  ２人 

 (理 事)  10人以上20人以内 

 (監 事)  ２人 

２ 役員の任期は２年として，再選を妨げない。 

第１４条 会長は本会を代表して会務を統理し，理

事会・評議員会及び総会の議長となる。 

第１５条 副会長は会長を補佐し，会長事故あると

きはこれに代わる。 

第１６条 理事は会務を処理する。 

第１７条 監事は会計監査をする。 

第１８条 本会の事務を処理するため幹事及び事務

職員を置くことができる。 

２ 幹事及び事務職員は理事会の承認を経て会長が

委嘱する。 

 

 第５章 評議員及び顧問 

第１９条 本会に評議員若干人を置く。 

２ 任期は２年とし，再選を妨げない。 

第２０条 評議員は収支決算，収支予算，財産目録

その他重要な事項を審査する。 

第２１条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は理事会の議を経て会長がこれを委嘱する。 

３ 顧問は会長の諮問に応ずる。 

 

 第６章 公益社団法人日本工学教育協会

の役員等 

第２２条 会長は，公益社団法人日本工学教育協会

の依頼に応じて，理事及び各種委員を紹介するも

のとする。  

 

 第７章 選  挙 

第２３条 役員，評議員は別に定める選挙規程によ

り選出する。 

第２４条 選挙規程は理事会の議をもってこれを定

める。 

 

 第８章 会  議 

第２５条 会議を分けて総会，評議員会及び理事会

とする。 

第２６条 総会を分けて通常総会及び臨時総会とす

る。 

２ 通常総会は毎年１回会長がこれを招集する。 
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３ 臨時総会は会長が必要と認めたとき及び評議員

の過半数の要求があったとき会長がこれを招集す

る。 

第２７条 毎年の予算及び決算，その他重要な事項

は，評議員会の議を経て通常総会に提出し，その

承認を得なければならない。 

第２８条 総会は会員過半数の出席がなければ成立

しない。ただし，委任状はこれを認める。 

第２９条 評議員会及び理事会は必要に応じて会長

がこれを招集する。ただし，緊急又は重要でない

と会長が認めた事項については書面応答をもって

その決議に代えることができる。 

第３０条 会議の議事はすべて出席者の過半数で決

し，可否同数のときは議長の決するところによる。 

 

 第９章 会 計 

第３１条 本会の経費は会費その他によってまかな

う。 

第３２条 会員の会費は次のとおりとする。 

 (1) 第８条各号に規定する個人会員 

年額          1,000円 

 (2) 第９条(1)に規定する団体会員 

年額        50,000円 

 (3) 第９条(2)及び(3)に規定する団体会員 

年額 １口    2,000円 

第３２条の２ 公益社団法人日本工学教育協会に加

入している会員の会費は，前条に規定する会費に

次の年額を加算した金額とする。 

(1) 前条(1)に規定する個人会員 

年額      ４,000円 

（ただし，Web割引制度適用者は，３,000円，

シニア割引制度適用者は，2,000円） 

 (2) 前条(2)に規定する団体会員 

年額        70,000円80,000円 

 (3) 前条(3)に規定する団体会員 

年額    20,000円 

第３３条 会計年度は毎年４月１日に始まり，翌年

３月31日で終わる。 

 

 第10章 規程の変更及び解散 

第３４条 本会の規程は会員過半数の同意がなけれ

ば変更することができない。 

第３５条 本会の解散は総会を開き，会員の３分の

２以上の同意を得なければならない。 

 第11章 雑  則 

第３６条 本会運営上の細則については理事会の議

を経て別に定めることができる。 

 

 

 附 則 

 1 本規程は昭和27年６月21日から有効とする。 

 2 この規程の改正は，昭和38年６月15日から適用

する。 

 3 この規程の改正は，昭和47年４月１日から適用

する。 

 4 この規程の改正は，昭和48年４月１日から適用

する。 

 5 この規程の改正は，昭和49年４月１日から適用

する。 

 6 この規程の改正は，昭和50年６月１日から適用

する。 

 7 この規程の改正は，昭和54年４月１日から適用

する。 

 8 この規程の改正は，昭和56年６月22日から適用

する。 

 9 この規程の改正は，平成３年６月13日から適用

する。 

10 この規程の改正は，平成５年６月10日から施行

し，平成５年４月１日から適用する。 

11 この規程の改正は，平成６年６月16日から施行

し，平成６年４月１日から適用する。 

12 この規程の改正は，平成７年６月8日から施行し，

平成７年４月１日から適用する。 

13 この規程の改正は，平成８年６月13日から施行

し，平成８年４月１日から適用する。 

14 この規程の改正は，平成１７年５月1２日から施

行し，平成１７年４月１日から適用する。 

15  この規程の改正は，平成１８年５月1１日から

施行し，平成１８年４月１日から適用する。 

16 この規程の改正は，平成２１年５月１４日から

施行し，平成２１年４月１日から適用する。 

17 この規程の改正は，平成２３年５月１２日から

施行し，平成２３年４月１日から適用する。 

18 この規程の改正は，平成２５年５月９日から施

行し，平成２５年４月１日から適用する。 

19 この規程の改正は,令和３年 月 日から施行し,

令和3年4月1日から適用する｡ 

｡
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（参考資料） 

2021年度からの学校正会員団体会費の値上げについて 

消費税増税に伴う学校正会員団体会費の値上げについて，第 1回日本工学教育協会（以後「日

工教」という。）理事会（5月 15日開催）で承認され，日工教定時社員総会（6月 19日開催）

で承認されたものです。 

以下に，日工教定時社員総会で提案された変更理由を明記します。 

北陸信越工学教育協会規程第 32 条の 2第 2 号で，日工教に加入する団体会費が規定されて

おり，金額の修正が必要となります。この規程の改正は，令和 3年 5月開催の理事会・総会

で諮ります。 

 

第３号議案： 会員規程の改正（消費税増税に伴なう学校正会員団体会費の値上げ） 

１．変更の理由 

消費税が 2014年 7月および昨年 10月に増税されましたが､日工教では 2005年度以来､会費の値上げは行ってお

らず負担が蓄積しています｡消費税増税は､一般企業と異なり､学協会では収入全体に占める会費収入割合で仕入

れ税額控除ができない(消費税の受取と支払の相殺ができない)ため影響が大きく､日工教では 2 回の増税で年間

150万円程度の負担となっています｡ 

本負担増を個人､団体すべての会員種別で一律にまかなうことは､会費額に端数がつき好ましくないため､今回

の会員規程の改正は値上げ率等も考慮し､学校正会員団体会費について､来年度(2021 年度)より 1 口 7 万円から 1

口 8万円に 1万円値上げするものです｡ 
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